
東日本大震災における官庁施設の被災状況等（概要）①
資料２（４）

Ａ 市

東日本大震災において、津波によって浸水した庁舎では被害が大きかった。

市
震度６弱

法務支局 (4/23,24法務総合庁舎より移転、
4/25 業務開始)

港湾合同庁舎 RC-2
※津波が2FLまで浸水、1F内装・建具被害大、天井仕上げ流出、液状化発生、基礎杭頭露出

◆発災（H23/3/11)からの入居官署の動き

4/25～業務開始)

◆発災（H23/3/11)からの入居官署の動き
○海保：3/11～上位機関が入居する施設で業務、4/25～法務総合内で業務
○検疫：3/11～業務停止
○税関：3/11～業務停止、4/11～法務総合内で業務
○海事：3/11～業務停止、4/6～地方合同内（会議室）で業務、4/26～法務総合内で業務
○植防：3/11～上位機関が入居する施設で業務、4/27～法務総合内で業務

税務署
※ＥＶ棟傾斜、 ExpJ損傷、液状化で舗装等陥没等

市役所

地方合同庁舎
※壁クラック、ExpJの開き、鉄塔柱脚アンカーボルト破断

法務総合庁舎

市役所

※壁クラック、エアコンカバー外れ

地方・家庭裁判所支部・簡易裁判所
※壁クラック、外壁タイル剥落、天井制気口落下

国土地理院2万5千分1 浸水範囲概況図を基に作成
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Ｂ 市
震度６弱

税務署 ホテル

震度 弱

※被害なし

市役所

ホテ

地方・家庭裁判所支部・簡易裁判所
※建物クラック、地割れ

検察支部・区検察庁

地方合同庁舎 RC-6
※津波が2FL+2.3mまで浸水、 1・2F外部建具・内装損傷大

◆発災（H23/3/11)からの入居官署の動き
○海保：3/11～現庁で業務継続、

4/14 広域防災ｾﾝﾀ で業務

※庁舎１ＦＬ+10cm程度浸水

職安（9/5～）

③ 4/14～広域防災ｾﾝﾀｰで業務
7/29～民間施設①で業務

○税関：3/11～業務停止、
4/13～民間施設②で業務

○海事：3/11～業務停止、
3/30～魚市場防災倉庫内で業務
6/27～民間施設①で業務

民間施設②

民間施設③

民間施設①

魚市場

6/27～民間施設①で業務
○法務：3/11～業務停止、

3/22～上位機関が入居する施設で業務、
6/5～上位機関が入居する施設に加え、市役所第２庁舎で一部業務、
12/19～民間施設③で業務

○職安：3/11～業務停止、3/22～市役所で業務、
4/11～ﾎﾃﾙ内で業務、

民間施設①

広域防災ｾﾝﾀｰ

4/11 ﾎﾃﾙ内で業務、
9/5～仮庁舎で業務

国土地理院2万5千分1 浸水範囲概況図を基に作成
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Ｃ合同庁舎 S-17-2

天井材の落下、事務室内書架転倒

ｶﾞﾗｽの破損、EVｼｬﾌﾄ耐火材の落下

○3/11 全館避難指示 入館規制 12

14

16

□地震応答解析結果
Ｃ 市

震度６弱

○3/11 全館避難指示、入館規制
○3/12 国交省営繕職員による点検
○3/14 全官署通常業務
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最大層間変形角

▲書架転倒▲天井材の落下

強震観測記録を用いた構造体の損傷確認（Ｃ合同庁舎）

□強震観測記録

超高層建築物の目視点検には限界があるため、強震観測記録を用いた

地震応答解析により、構造体の損傷を確認することで、施設の安全性を速

やかに把握することができると考えられる。

最大層間変形角

制振部材の点検（Ｄ合同庁舎）

地下2階の加速度記録

▲制振壁の点検口 ▲制振壁の目視点検

制振構造の建築物は、地震応答解析に加え、ダンパー部材の目視点検に

より、施設の安全性を速やかに把握することができると考えられる。


